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（３） 　抽象的結果と具体的結果に関して、Erich Samson, Hypothetische Kausalverläufe im 
Strafrecht Zugleich ein Beitrag zur Kausalität der Beihilfe, 1972., 山中敬一「幇助の因果関係」
關西大學法學論集第 25 巻第４・５・６合併号（1976）109 頁以下、山本光英「条件関
係判断における結果の具体化―択一的競合をめぐって―」中央大学大学院研究年報 13
号Ⅰ‐2（1984）103 頁以下も参照。
（４） 　Samson, a.a.O.(Anm.3)S.26., vgl. Ludwig Traeger, Das Kausalbegriff im Straf- und 
Zivilrecht. 2, 1929, S. 41.
（５） 　Samson, a.a.O. (Anm.3) S.27.
（６） 　抽象的結果観の問題点について、紙面の都合上、詳細は他稿に譲る。
（７） 　Hans Tarnowski, Die systematische Bedeutung der adäquaten Kausalitätstheorie für den 
Aufbau des Verbrecheensbegriffs, 1927, S.39.







（10） 　Max Ludwig Müller, Die Bedeutung des Kausalzusammenhanges im Straf‐ und 
Schadensersatzrecht,1912.
（11） 　Müller, a.a.O. (Anm.10) S.14., 
（12） 　Hans Joachim Rudolphi, Systematischer Kommentar zum Strafgesetzbuch, Vor § 1. Rn.38, 
Ingeborg Puppe, Nomos Kommentar zum Strafgesetzbuch Band 1. Vor § 13. Rn.67., Claus 
Roxin, Strafrecht AT., Bd.1, 3.Aufl., 2006, Volker Erb, Die Zurechnung von Erfolg im 
Strafrecht, JuS 1994, Heft 6. S.450ff.
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果的に重要な理由に起因すべきであるが故に、時間的相違に際して代替原因が見出さ
れえないような事例を目にすることはない」。
（14） 　Toepel, a.a.O. (Anm.13) S.79.
（15） 　Toepel, a.a.O. (Anm.13) S.70.
（16） 　Toepel, a.a.O. (Anm.13) S.71.








結果具体化の手順を度外視した場合にのみ成り立つものである。Vgl. Themistoklis I. 
Sofos, Mehrfachkausalität beim Tun und Unterlassen, 1999, S.79.
（19） 　Toepel, a.a.O. (Anm.13) S.74.
（20） 　Toepel, a.a.O. (Anm.13) S.74ff., S.95f.. なお、死刑執行人事例を結果の時間差によって
解決しようとするテーペルの見解に対し、ゾフォスはこれを「既に解決済みの事例状況」
であり、結果発生に時間的相違のないケースこそが問題とされるべきだと批判してい
る。Vgl. Sofos, a.a.O.(Anm.18) S.74f..
（21） 　Toepel, a.a.O. (Anm.13) S.87.









オ公式を適用しなければならない、という。Toepel, a.a.O.(Anm.13) S.88f. 因果領域につ




不要であり、未遂犯による処罰で足るとしている。Vgl. Toepel, a.a.O. (Anm.13) S.74.
（25） 　BGH NStZ 1981, 218.
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（35） 　Hilgendorf, a.a.O. (Anm.28) S.531.
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（38） 　Hilgendorf, a.a.O. (Anm.28) S.532.
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（45） 　Roxin, a.a.O. (Anm.12) 11/21.
（46） 　Roxin, a.a.O. (Anm.12) 11/55.
（47） 　Ingeborg Puppe, Strafrecht AT., 2.Aufl., § 1, Rn.16.
（48） 　上述のとおり、ドイツの因果関係論においては等価説が通説である。Vgl. Roxin, a.a.O. 
(Anm.12) 11/6ff., Erb, a.a.O. (Anm.12) S.450.
（49） 　Roxin, a.a.O. (Anm.12) 11/22.
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（54） 　加藤・前出注（51）６号 107 頁。
（55） 　Vgl. Hilgendorf, a.a.O. (Anm.).
（56） 　最決平成２年 11 月 20 日、刑集 44 巻８号 837 頁。
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（63） 　島田聡一郎「他人の行為の介入と正犯成立の限界（五・完）」法学協会雑誌 117 巻６
号（2000）870 頁。
（64） 　高山佳奈子「死因と因果関係」成城法学 63 巻（2000）171 頁以下。
（65） 　高山・前出注（64）179 頁。同様に、結果規定において死因の同一性を考慮する見解
広島法学　39 巻３号（2016 年）－ 102
－ 153 －
として、井田良「因果関係の理論」現代刑事法４号（1999）69 頁、同「第三者の暴行














（69） 　齋野彦弥「原因の複数と因果性について」現代刑事法 26 号（2001）54 頁。
（70） 　高山・前出注（64）173 頁。
（71） 　大谷直人「第三者の暴行が介入した場合でも当初の暴行と死亡との間の因果関係が
認められるとされた事例」法曹時報第 44 巻第４号 141 頁。
（72） 　大阪高判昭和 29 年６月 10 日、高刑集７巻６号 887 頁。





（75） 　最決平成４年 12 月 17 日、刑集 46 巻９号 683 頁。
（76） 　高山・前出注（64）184 頁。
（77） 　辰井聡子『因果関係論』（2006、有斐閣）177 頁。
（78） 　梅崎進哉「行為後の介入事情と因果関係の認定」『立石二六先生古稀祝賀論文集』
（2010、成文堂）100 頁注（21）は、「『類的認識方法』とでも呼ぶべきもの」に基づく
法則性を利用し、結果を起点とした遡及的原因追究について触れている。
